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研究成果の概要（和文）：既存鉄筋コンクリート建物を対象として，耐震診断基準における「極
脆性柱」及び「せん断柱」の靭性指標と残存軸耐力の再評価を行った。主要な成果は次のとお
りである。1)せん断破壊する柱の靱性指標 Fを論理的に求める手法を提案した。この方法によ
り，より精密な靱性の評価が可能となる。2)せん断破壊する柱の残存軸耐力の評価式を提案し，
その妥当性を示した。3)柱の軸力減少を考慮した場合，軸力減少の度合いが大きいほど崩壊水
平変形が大きくなることを示した。 

 
研究成果の概要（英文）：Ductility Index and Residual Axial Load Capacities of shear columns 
were studied. The major findings from the study are as follows. 1. The analytical method 
to determine Ductility Index was proposed, which would lead to its more reasonable 
evaluation. 2. The analytical method to determine Residual Axial Load Capacities was 
proposed, and its validity was examined. 3. It was experimentally revealed that columns 
for which axial load was decreased below the initial level showed larger collapse drift 
than columns for which axial load was kept constant. 
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１．研究開始当初の背景 
柱の軸力保持能力喪失（崩壊）およびそれ

が引き金となって起こる階の崩落（落階）は，
既存の古い鉄筋コンクリート(RC)建物に生
じるもっとも危険な破壊形態である。人命の
安全が直接脅かされるからである。しかし古
い建物はいまでも相当数存在しており，将来
の大地震により倒壊（落階を含む）あるいは
大破といった大きな被害を受ける危険性が
高い。したがってこれらに対しては補強など
の対策を講じなければならないのであるが，
その前段として，現状での耐震性をできるだ

け正確に，具体的には柱の最大荷重以降崩壊
に至るまでの挙動（崩壊挙動）を考慮した形
で評価しておくことが，適切な対策を取るう
えで重要となる。しかし，柱の崩壊挙動に関
する研究は過去わずかしかなされておらず，
いまだ上記目的を達成するには至っていな
い。そのため，古い建物の耐震性を評価しよ
うとしても，結局のところ，診断基準を適用
するくらいしか方法がないのが実情である。
しかも，現行診断基準には以下のような問題
が残されている。 
(1)古い建物に多い「極脆性柱」，「せん断柱」
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の靱性指標に関して，診断基準策定時点では
最大荷重以降の挙動が不明であったことが
理由であるが，これを考慮せずに，その値を
各々0.8 と 1～1.27 という狭い範囲に設定し
ている。しかし近年，これらの柱の崩壊まで
の挙動には大きな幅があることがわかって
きた。もし最大荷重以降の挙動を考慮した形
で靱性指標を定めることができれば，ほぼ一
律な値に定められている現状よりはるかに
合理的であり，診断基準の大きな改善になる。 
(2)「極脆性柱」，「せん断柱」の残存軸耐力
に関しても同様である。データがほとんどな
いという事情から，現状では大まかな値とし
て定められているのであるが，それをデータ
に基づく合理的な方法により定めることが
できれば，こちらも診断基準の改善になる。 
(3)せん断破壊型柱の最大荷重以降の挙動を
評価する上で，周辺柱への軸力移動による当
該柱の軸力減少を考慮することが必要であ
るが，これに関する実験データがない。 
本研究は以上のような問題意識を背景と

したものである。 
 
２．研究の目的 
「極脆性柱」，「せん断柱」に対する靱性指

標と残存軸耐力の再検討を行うことにより
診断基準の精度を高めること，それが本研究
の目的である。前述した(1)から(3)について
それぞれの研究目的を示す。 
(1) 靱性指標の再評価 

現行の耐震診断基準における柱の靭性指
標 Fの算定方法は，曲げ型の柱では地震応答
と結び付けて論理的に組み立てられている
のに対して，せん断型の柱に関してはその算
定方法を根拠づける明確なロジックがない。
つまり，せん断柱の F値は 1.0～1.27という
狭い範囲に限定し，極脆性柱の F値は 0.8 の
一定値とする，という便宜的な方法である。 
しかしながら現実には，せん断型の柱からな
る既存 RC建物について，同等の Is値であっ
ても地震被害の程度は大きく異なることが
知られている。これは Is 値を決定する因子
の一つである F 値の算定を，上記のように狭
い範囲に限定していることが原因の一つと
考えられる。また，柱の最大強度以降の挙動
が考慮されていないこと，F 値が地震応答と
結び付けて算定されていないこと，など，現
行のせん断型の柱の F値の算定方法には検討
すべき点が多い。そこで，これらのことを踏
まえながら，せん断型の柱の F値を論理的に
算定する方法論と，その適用結果を示す。こ
のようにして求めた F 値を以後便宜的に，F'
値と呼ぶ。ここでは，せん断柱と極脆性柱を
統一的に扱う。 
(2) 残存軸耐力の再評価 
残存軸耐力とは柱が破壊後，崩壊に至るま

での過程において，柱に残っている軸耐力の

ことである。RC 診断基準では残存軸耐力を柱
の変形に応じて定めている。その値は，破壊
形式，横補強筋比，クリアスパン比の違いに
ついては考えられているが，影響を与えると
考えられる主筋比，受けている軸力について
は考えられてはいない。また，論理的に導か
れたものではない。そこで，破壊形式がせん
断型である柱について，まず，横補強筋比，
クリアスパン比，主筋比，受けている軸力の
影響を考慮した上で破壊曲面縮小の概念に基
づき残存軸耐力を定式化する。次に，その式
をせん断破壊型柱の具体例に適用して，診断
基準において定められた値との比較を行う。 
(3) 軸力減少する柱の崩壊実験 
過去の大地震では，柱がせん断破壊して

激しく損傷したにもかかわらず，崩壊を免
れた事例が見られた。これは，柱にかかる
軸力が周辺の柱へ移動し，結果的に軸力が
減少したためだと考えられる。柱にせん断
破壊が生じて鉛直変形が増大すると，その
柱にかかる軸力は梁を介して周辺の健全な
柱へ移動するのである。既往の研究におい
て，一定軸力下におけるせん断破壊型 RC 柱
の崩壊実験は多数行われてきた。しかし，
軸力の減少を考慮した RC 柱の崩壊実験は過
去に行われていない。そこで，耐震診断基
準における極脆性柱とせん断柱を対象とし
て，軸力の減少度合をパラメータとした崩
壊実験を行い，軸力が一定の場合との比較
を行うこととした。 
 
３．研究の方法 
以下，三テーマに分けて，研究結果を含む

研究方法の概要を述べる。 
(1) 靱性指標の再評価 
①基本方針 

診断基準によれば，F値は「保有する変形性
能を地震応答と結び付けて表した指標であ
る」と定義した上で，その算定方針として，
1)構造物の限界変形の大きさと塑性域におけ
るエネルギー吸収能力を破壊形式に応じて評
価する，2)靭性指標Fと強度指標Cの組み合わ
せで同じEo値が得られる二つの建物が同じ地
震動を受けたときには，共にその構造物の限
界変形に対して同程度の応答変位が生じる，
という二点を挙げている。しかし，現行のせ
ん断型の柱のF値算定においては，この本来の
定義や一連の算定方針が活かされていない。
本研究におけるF'値の算定は，上記の診断基
準で挙げられているF値の定義，及び算定方針
に従って行うこととする。 
②最大強度以降の挙動 
 柱の崩壊水平変形を求めるために，横補強
筋比 pw，主筋比 pg，軸力比 η をパラメータ
として作成された既往の推定式を用いる。 
③クライテリアの設定 

形状指標と経年指標を1.0とする。これによ



 

 

り，Eo値はIs値に等しくなり，前述の診断基
準のF値の算定方針2)は，「Is値が同じである
建物が同じ地震動から受ける被害の程度は同
じである」ということになる。これに関連し
て，「基準となるIs値」を0.6，「地震動の大き
さ」を最大速度50cm/s，「被害の程度」を崩壊
危険率30％(崩壊危険率とは崩壊変形に対す
る地震時に生じる最大応答の割合である。被
害の程度を表すのに崩壊危険率を用いる)と
設定した。すなわち，「Is値が0.6の建物が最
大速度50cm/sの地震動を受けたときに，崩壊
危険率30％の被害を受ける」という設定であ
る。 
 このような設定をした上で，いくつかの地
震動に対して C値をパラメータとした地震応
答解析を行い，崩壊危険率 30％を超えないた
めに必要な C値(これを必要 C値と呼ぶ)を求
める。クライテリアとして設定した「0.6 と
いう Is 値」＝必要 C 値・F'値の関係より，
F'値を求めるのである。 
④解析モデル 
解析対象はRC3層建物とし，等価質点系でモ

デル化した。各層階高は3600mmとした。復元
力特性のスケルトンカーブは最大荷重後の耐
力低下を考慮できるものとした。解析パラメ
ータはクリアスパン比h0/D，崩壊部材角Ru，
入力地震動の三つである。 
クリアスパン比h0/D：2，3，4の3種とした。 
崩壊部材角Ru：クリアスパン比が2，3，4のそ
れぞれのモデルごとに，Ruを変化させて解析
を行った。解析範囲はRu=1.5%～9.0%である。
前述の推定式において，算出されるRuの範囲
は1.5%～8.9%となる。このことからRuの範囲
を1.5%～9.0%と定め，その区間を1.5%刻みに
計6種のモデルについての検討を行った。 
入力地震動

各モデルに対して，C値を 0.2～1.0の範囲
で 0.01 刻みに変化させて，地震応答解析を
行った。減衰は初期剛性比例型とし，減衰定
数は 2%とした。各層の初期剛性は，C＝0.4
のときの一次固有周期を 0.216 秒(建物高さ
[m]×0.02)としてそのときの初期剛性を決
定し，それを基準として他の場合の初期剛性
は C値に比例させて定めた。ここで，各層の
初期剛性や強度は同一とした。解析の結果，
1 層の応答変形が最大となった。 

：入力地震動は，El Centro NS波
(ELC，1940年)，神戸海洋気象台NS波(JMA，1995
年)，八戸市役所NS波(HCO，1994年)，涌谷町
EW波(WAK，2003年)の4種を最大速度50cm/sに
基準化して用いた。 

⑤解析結果 
必要C値：一例として，崩壊部材角が 1.5%，
4.5%，9.0%の場合の崩壊危険率とC値の関係
を図 1に示す。図中のモデル名は左から入力
地震動のイニシャル，クリアスパン比，崩壊
部材角を示している。E2-1.5の必要C値は 1.0，
E2-4.5 では 0.75，E2-9.0 では 0.65 となる。

こうして得られた必要C値の例としてELCの
必要C値を図 2に示す。ここで，E2-1.5，E3-1.5，
に関しては，C値を解析範囲の上限値である
1.0 としても崩壊危険率 30%以内の応答に収
まらなかったので必要C値を 1.0としてある。 
F’値の算定

 

：次に，上記で得られた必要C値
からF'値を算定し，入力地震動ごとにまとめ
た。例として，ELCのF’値を図3に示す。必要
C値が1.0を上回った場合は，便宜的に必要C
値を1.0として計算したためF'値は0.6となっ
ているが，実際のF’値は0.6より低い値であ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 崩壊危険率－C値関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 必要 C 値 (ELC) 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 F’値 (ELC) 
 
⑥考察 

現行診断基準におけるせん断型の柱のF値
は，せん断柱では1.0～1.27という狭い範囲に
限定され，極脆性柱では0.8となる。しかし，
図3より，崩壊部材角Ruが大きいほどF'値が高
くなっている。つまり，本研究の方法によれ
ば，柱の変形能力に合わせてF'値を定めるこ
とができる。 
 

(2) 残存軸耐力の再評価 
①定式化の流れ 
 残存軸耐力を柱の変形に応じて定めるため
「残存軸耐力 NR－部材角 R 関係」の式
(NR=h(R))を導く。まず図 4 で示すスケルトン
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カーブより「水平力 P－部材角 R 関係」の式
(P=f(R))を定める。次に，図 5 に示した破壊
曲面より「残存軸耐力 NR－水平力 P 関係」の
式(NR =g(P))を定める。最後に，この 2式を組
み合わせることにより「残存軸耐力 NR－部材
角 R関係」の式（NR=h(R)）を定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②水平力 P－部材角 R関係 
既往の文献に従い求めた水平力－部材角関

係のスケルトンカーブを図 4に示す。せん断
破壊以降せん断破壊点(Rs，Ps)，第 3折れ点
（R3，P3）を経て崩壊点（Ru，Pu）へ達する。
なお，R3=0.3Ru，P3=0.4Psである（Rs，Ps，Ru，
Puについては後述する）。図 4のスケルトンカ
ーブの式を以下に示す。 

・せん断破壊点～第 3折れ点（Rs≦R≦0.3Ru） 

(1) 

・第 3折れ点～崩壊点（0.3Ru≦R≦Ru） 

(2) 

ここで，PS：荒川 mean式より算出する。Pu：
崩壊時の水平力でゼロとする。RS：2.4残存軸
耐力－部材角関係の項目で述べる。Ru：既往
の文献で定式化されており，Ru=62.2･
pw-51.9･η+6.07･pg-9.91≧1.5 である。なお，
pw：横補強筋比，pg：主筋比，η：軸力比であ
る。 
③残存軸耐力 NR－水平力 P関係 

既往の文献に従い残存軸耐力－水平力関係
についての破壊曲面を図 5 に示す。初期破壊
曲面を初期圧縮点(0，NC)，引張耐力点(0，
NT)およびせん断破壊点(PS，N0)を通る 2 次曲
線と考える。ここで，NC：コンクリートと鉄
筋を考慮した圧縮強度，NT：鉄筋のみを考慮
した引張強度，N0：受けている軸力，である。

なお，初期破壊曲面とは軸力と水平力の組み
合わせ応力がそこに達したときに破壊が始
まるという曲面である。 

せん断破壊後に図 4 の A→B のように載荷
を継続すると，破壊曲面は図 5 の A→B のよ
うに縮小する。この縮小の程度を λ で表し，
初期破壊曲面を λ=1 の破壊曲面とすると，
縮小した破壊曲面は λ＜1 の破壊曲面とな
る。λ＜1 のときの破壊曲面の式は以下とな
る。 

(3) 

 
④残存軸耐力 NR－部材角 R関係 

以上の過程より(3)式に(1)式または(2)式
を代入することで残存軸耐力－部材角関係の
式が定められた。これによって残存軸耐力を
部材角から定めることができる。 
ここで，診断基準では部材角ではなく層間

変形角で残存軸耐力を表しているため，実際
の柱に式を用いる際には(1)式～(3)式におけ
る部材角 R，Rs，Ruを，階高を考慮した層間
変形角 sRに直す必要がある。 
⑤実際の柱への適用 
旧基準 RC造建物のせん断破壊型柱のモデル

として，階高 H0＝3600mm，柱断面寸法 b×D＝
600×600mm，軸力比η＝0.2，主筋比 pg＝2.0%
の柱を設定した。パラメータとしてクリアス
パン比 h0/D を 2，3，4 とし，内法高さ h0を
1200mm，1800mm，2400mm に設定した。横補強
筋比 pwは 0.11%，0.21%とした。また，以下の
仮定を設けた。1)コンクリート強度を 21N/mm2

とし，鋼材の降伏強度は SD345 を仮定し診断
基準に従って 49N/mm2を加え 394N/mm2とする。
2)柱の有効せい d および応力中心間距離 j は
d=D-50mm，j=0.8dとする。3)引張鉄筋比 ptは
主筋比 pgの 35％とする。 
⑥残存軸耐力－層間変形角関係 
 以上の条件より「残存軸耐力－層間変形角
関係」をグラフ化した例が図 6である。なお，
この図における縦軸はコンクリートと鉄筋
を考慮した圧縮強度 NCとの比とした。これよ
り残存軸耐力はクリアスパン比が大きいほど
大きくなり，層間変形角が大きくなるにつれ
て小さくなることが論理的に示された。 
⑦診断基準との比較 
診断基準と比較できる点は図 7 における 4

点であり，その 4 点における層間変形角は診
断基準により各々の靱性指標と対応している。
また，比較する際には診断基準と合わせるた
め，算出した残存軸耐力 NR を診断基準の ηr

に変換する必要がある。ηrとは残存軸耐力 NR
をコンクリートの面積 Ac及びコンクリート強
度 Fc で除したものである (ηr＝NR/Ac･Fc) 。
ηrを縦軸，靱性指標 Fを横軸として表したも
のが図 8 である。ここではせん断柱(h0/D=4)
の pw＝0.11%と pw＝0.21%についての比較を行
う。 
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図 4 水平力－部材角関係 

λ＜1 λ＝1 

図 5 破壊曲面の縮小 
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pw=0.11%において，診断基準の ηrは F=1，
1.27，2，3のときそれぞれ 0.4，0，0，0であ
る。それに対して算出したηrは 0.42，0.31，
0，0となり，靱性指標が 1，2のときは近い値
を示し，2，3 のときは診断基準で定められて
いる値と 0 で一致した。同様に pw=0.21%にお
いては診断基準の ηrはそれぞれ 0.5，0.3，
0.1，0 である。それに対して算出した ηrは
1.4，0.76，0.39，0.27となり，診断基準で定
められている値より 0.25以上大きな値を示し
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 残存軸耐力－層間変形角関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 診断基準の値への変換 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 診断基準の値と算出値との比 
 
(3) 軸力減少する柱の崩壊実験 
①2009年度実験 
 試験体は計 9 体であり，柱断面は 450mm×
450mm，クリアスパン比 h0/D は 2.0 で共通と
した。主なパラメータは，主筋比 pg：1.13%，
1.70%，2.30%，せん断補強筋比 pw：0.11%，
0.21%，0.42%，軸力比：一定軸力，減少軸力，
載荷履歴：単調載荷，繰り返し載荷，である。
軸力を減少させる試験体においては，減少さ
せる大きさは同じであるが，減少させる点を
2 種類考慮した。 

実験結果の例として，軸力一定と軸力減少
の水平力－水平変形関係の比較を図 9に示す。

試験体 B4 は軸力一定（軸力比 0.16）である。
試験体 B5 は図 9 の▲の点で軸力を半分に減
少させた（軸力比 0.16→0.08）。崩壊水平変
形は試験体 B4 で 3.68%，B5 で 8.46%であり，
後者の崩壊水平変形は前者より 4.8%大きか
った。軸力を減少させた柱は，一定軸力の試
験体に比べ大きな水平変形まで軸力を保持
できるといえる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 水平力‐水平変形関係 
 
②2010年度実験 

試験体はシリーズ S（5 体）とシリーズ L
（4 体）の 2 種類，計 9 体とした。柱断面は
450mm×450mm，主筋比 pgは 1.70%で共通とし，
実験パラメータは，1)柱内法高さ h0（900mm，
1400mm），2)クリアスパン比 h0/D（2.0，3.1），
3)せん断補強筋比 pw（0.21%，0.16%），4)軸
力比 η（シリーズ S：0.18 の一定軸力，
100%→60% に 減 少 ， 100%→40% に 減 少 ，
100%→20%に減少，シリーズ L：0.18 の一定
軸力，100%→75%に減少，100%→50%に減少）
とした。載荷履歴は繰り返し載荷とし，軸力
を減少させる試験体では，一定軸力とした基
準試験体（S100，L100）の崩壊に近い点で軸
力を減少させた。 

実験の結果，軸力減少度合が大きいほど，
軸力減少後の水平力の減少と鉛直変形の増
加が緩やかになり，崩壊水平変形が大きくな
った。基準試験体に対する崩壊水平変形の増
加倍率を図 10 に示す。図中の記号は試験体
名で，数字は軸力の減少度合を示す（例えば 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 基準試験体に対する崩壊水平変形の
増加倍率 
60であれば基準試験体の 60%の軸力に減少）。
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図 10 から，S60と S40については逆転してい
るものの，シリーズにかかわらず軸力の減少
度合が大きいほど崩壊水平変形が大きくな
っていることがわかる。もとの軸力の 75%ま
で軸力を減少させると崩壊水平変形は 3倍程
度となり，50%程度（60%～40%）まで軸力を
減少させると 5 倍程度となり，20%まで軸力
を減少させると 10 倍程度となった。 
 
４．研究成果 
以上，三テーマに分けて研究の概要を示し

た。得られた成果を以下にまとめる。 
(1) せん断型の柱のF値を論理的に求める方
法論とその適用結果を示した。F'値は，診断
基準によるF値の算定方針を参考にした上で，
地震応答解析をすることで算定したものであ
る。つまり，横補強筋比，主筋比，軸力比と
いった柱の諸元から崩壊部材角Ruを推定する
既往研究を元に，F'値を算定した。このこと
は柱の諸元からF値を推定することが可能で
あることを示している。ここで求めたF'値は，
柱の変形能力と相関性を持つものであり，Ru
が大きくなるほどF'値は大きく評価される。
また本方法によれば，極脆性柱とせん断柱の
区別なくF'値を評価することができる。 
(2) せん断破壊型 RC柱の残存軸耐力について
クリアスパン比，横補強筋比だけでなく，受
けている軸力，主筋比などの影響を考慮した
式を定めることができた。その式を用いて実
際の柱の残存軸耐力を算出したところ，同じ
変形時における残存軸耐力はクリアスパン比
が大きいほど大きくなり，想定する靱性指標
(柱の変形レベル)が大きいほど小さくなるこ
とが論理的に示された。また，診断基準と比
較したところ，クリアスパン比に関わらず pw
が 0.1%くらいのときは診断基準と近い値であ
るのに対して，pwが 0.2%くらいのときは診断
基準よりも大きな値を示した。 
(3) 軸力を減少させた柱は，一定軸力の柱に
比べ，大きな水平変形まで軸力を保持するこ
とができる。また，軸力を減少させる度合い
が大きくなるほど，軸力減少後の水平力の減
少，鉛直変形の増加が緩やかになり，崩壊水
平変形が大きくなる。 
以上の成果は，鉄筋コンクリート造「極脆

性柱」及び「せん断柱」の靭性指標と残存軸
耐力の再評価に資するところ大と考えてい
る。 
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